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092301 土地利用方針の策定

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

用途地域指定区域 ：用途地域指定面積（３，０２５ｈａ）

都市計画マスタープランで掲げる、新たな土地利用方針の実現に向け策定した「葛飾区
用途地域等見直し方針」などに基づき、適正な土地利用の推進を図る。

都市計画マスタープランで掲げる、新たな土地利用方針の実現に向け策定した「葛飾区
用途地域等見直し方針」や「東京都の用途地域等に関する指定方針及び指定基準」に基づ
き、地区計画等の整備手法を活用し、適正な土地利用を推進する。

都市計画法６条・１５条・５３条

用途地域等の一斉見直しは、これまで７～８年毎に行われてきているが、今後の用途地
域等の変更は地区計画等を定めることが原則となった。住民合意に基づいた地域の特性に
応じた街づくりとしての地区計画等により、良好な住環境の維持・向上を図っていく必要
がある。

成果指標：用途地域等の見直し面積（ｈａ)
活動指標：用途地域等の見直し箇所数

継続。今後も都市計画マスタープラン実現のため、適時適切な見直しを図っていく。

はい。それぞれの地域の個性や特長を生かした、安全で活力と賑わいのあるまちづくりの
実現に向けて、必要な事業である。

実施困難。区全体として都市計画マスタープランに基づく調和した街となるよう、計画的
・総合的に土地利用を推進するのは、基礎的自治体としての区の役割である。

どちらとも言えない。様々な手法を用いるなど現行制度の有効活用を図っているが、地区
住民の意向等もあり成果向上余地についてはどちらとも言えない。

いいえ。土地利用の検討についての経費は職員人件費のみであり、最少の人員で行ってい
ることから、これ以上経費を削減する余地はない。

ha

箇所

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 0.00

0.00

1.00

0.00

1,840

平成18年度

5.20

0.00

1.00

0.00

1,920

1,800

平成19年度

0.80

1.00

930

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092301

平成17年度 平成19年度

都市整備部 街づ調整課

土地利用方針の策定

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21100000

0

1,660

0

0

1,660

0.20

0.20

0

0

0

180

0

0

180

1,840

平成18年度

0

0

0

0

1,740

0

0

1,740

0.20

0.20

0

0

0

180

0

0

180

1,920

0

0

0

0

1,660

0

0

1,660

0.20

0.20

0

0

0

140

0

0

140

1,800

平成19年度

0

0

0

0

860

0

0

860

0.10

0.10

0

0

0

70

0

0

70

930
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(単位：千円)



平成19年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 街づ調整課
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事業
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と
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予定
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予定

実績

予定

実績

予定

実績

092302 生産緑地の指定

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

○対象 農地 ○増減の傾向 微減

区内の農地を計画的に保全することによって、良好な都市環境の形成を図る。

平成４年度：市街化区域内の農地のうち、良好な生活環境の確保に相当の効用がある５０
０㎡以上のものについて、生産緑地地区の指定を行なう。

・生産緑地の追加指定事務 （公募⇒申請受付⇒現地調査⇒素案作成⇒都へ協議⇒
都市計画審議会へ原案提出）

・生産緑地の買取り請求の受付 （受付⇒区及び都へ買取り希望の照会⇒請求者への回
答⇒都市計画審議会へ原案提出）

生産緑地法

生産緑地の追加指定希望者は、ほとんど見受けられない状況である。一方、主たる農業
従事者の高齢化に伴い、生産緑地の買取請求が増加し、緑地やオープンスペースが減少傾
向の中で、都市における良好な生活環境の維持に高い役割を果たす生産緑地をいかに確保
していくかが課題である。

成果指標：生産緑地面積（ha）
活動指標：生産緑地の変更件数（都市計画決定件数）

継続。法律に基づく事務であることから、今後も引き続き実施していく。

はい。生産緑地法に基づく、都市計画事務である。

実施困難。生産緑地の追加指定や買取りは総合的な判断が必要であり、区が自ら行うべき
である。

いいえ。生産緑地の指定に当たっては、農地所有者の指定意向が必要で、区の意思のみで
指定の拡大は不可能である。

いいえ。 指定及び指定の解除の手続は法定事務であり、最低限の人員は必要である。

ha

件

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 30.40

30.48

6.00

7.00

2,116

平成18年度

30.43

30.43

3.00

4.00

2,208

2,070

平成19年度

30.27

1.00

930

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092302

平成17年度 平成19年度

都市整備部 街づ調整課

生産緑地の指定

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21100000

0

1,909

0

0

1,909

0.23

0.23

0

0

0

207

0

0

207

2,116

平成18年度

0

0

0

0

2,001

0

0

2,001

0.23

0.23

0

0

0

207

0

0

207

2,208

0

0

0

0

1,909

0

0

1,909

0.23

0.23

0

0

0

161

0

0

161

2,070

平成19年度

0

0

0

0

860

0

0

860

0.10

0.10

0

0

0

70

0

0

70

930

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)



平成19年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 街づ調整課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

092303 都市計画及び基本方針策定

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 可

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

○区民及び事業者 ○区内全域

健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動の確保を目指して、土地の合理的な利用
について都市計画等を定める。

○各課で作成した都市計画案等について審議・決定するため都市計画審議会を開催、運
営する。

○区の都市計画に関する基本方針である都市計画マスタープラン実現のため、「区民参加
による街づくり推進条例」の制定に向けて検討を行う。

都市計画法、葛飾区都市計画審議会条例

○「区民参加による街づくり推進条例」に基づく、街づくりの推進が求められる。

成果指標：都市計画マスタープランに掲げる事業等の実現件数
活動指標：１都市計画審議会開催回数

：２まちづくり推進のための検討委員会開催回数

継続。都市計画マスタープランの実現に向けて、適正に都市計画審議会の運営を行ってい
く。

はい。都市計画審議会は、法定の審議会である。

実施困難。 都市計画審議会は、特定の利害に左右されない公平な議論の場であり、その
運営は公の役割である。

どちらとも言えない。都市計画案を作成するのは各課であり、都市計画審議会自身で成果
を上げられるか否かはどちらとも言えない。

あまりない。 都市計画審議会では、案件をまとめて審議するなど、開催回数の縮減に努
めている。

件

回

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 11.00

5.00

4.00

4.00

3.00

4.00

15,360

平成18年度

11.00

5.00

3.00

2.00

2.00

2.00

22,066

20,582

平成19年度

10.00

3.00

9,862

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]
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【No.505】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092303

平成17年度 平成19年度

都市整備部 街づ調整課

都市計画及び基本方針策定

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21100000

0

13,947

916

0

13,031

1.57

1.57

0

0

0

1,413

0

0

1,413

15,360

平成18年度

0

0

0

0

20,050

562

0

19,488

2.24

2.24

0

0

0

2,016

0

0

2,016

22,066

0

0

0

0

19,014

422

0

18,592

2.24

2.24

0

0

0

1,568

0

0

1,568

20,582

平成19年度

0

0

0

0

9,162

562

0

8,600

1.00

1.00

0

0

0

700

0

0

700

9,862
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源
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訳
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員
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件
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調
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財
源
内
訳

直
接
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(単位：千円)



平成19年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 街づ調整課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

092304 建築審査会委員報酬（建築審査会の運営）

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

・建築基準法上審査会の同意を求める案件について許可を求める者等

・建築基準法の処分の公平性及び適法性を担保する。

開始年度 昭和２５年度
・専門知識を有する委員により、建築基準法に規定する同意と審査請求に対する裁決につ
いての議決を行うとともに、特定行政庁の諮問に応じて、重要事項を調査審議するために
置かれる法定・必置の区長の附属機関である。 （委員構成） 委員 ５名 専門調査員
１名 （審査会の開催） 平成１８年度 １０回 審査請求は、なし （審査会の報酬

） 会長 ２２，０００円 委員 ２０，０００円

建築基準法第７８条、葛飾区建築審査会条例

本区における同意案件のうち大部分については、建築基準法上の道路に接道していない
敷地と道路との関係による建築基準法第43条第１項ただし書の建築物に関するものであり
、今後とも減少することはないと思われる。 一方、地区計画の計画決定の増加やハート
ビル法の施行に伴ない新たな同意案件が増加することも予想される。

成果指標①審査会への付議案件数
②審査会の開催件数

活動指標①審査会への付議案件数
②審査会の開催件数

継続。建築基準法上の必置の機関である。今後も適正な審査会運営を行う。

はい。建築基準法上の必置機関であり、建築行政の公平性及び適法性を担保するものであ
る

実施困難。建築行政の公平性及び適法性を担保するものであり、民間活用にはなじまない
。

いいえ。審査会の運営は適正である

いいえ。審査請求に対する採決及び同意案件に対する同意については、一定の期間内に請
求者及び許可申請者に対して回答しなければならず、開催数を圧縮することは、困難であ
る

件

回

件

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 36.00

469.00

12.00

10.00

302.80

36.00

46.00

12.00

10.00

0

3,028

平成18年度

36.00

39.00

12.00

10.00

292.40

36.00

39.00

12.00

10.00

3,628

2,924

平成19年度

36.00

12.00

36.00

12.00

3,568

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

21100000

【No.506】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092304

平成17年度 平成19年度

都市整備部 街づ調整課

建築審査会委員報酬（建築審査会の運営）

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21100000

0

0

0

0

0

0

0

2,848

1,188

0

1,660

0.20

0.20

0

0

0

180

0

0

180

3,028

平成18年度

0

0

0

0

3,448

1,708

0

1,740

0.20

0.20

0

0

180

0

0

0

180

3,628

0

0

0

0

2,784

1,124

0

1,660

0.20

0.20

0

0

0

140

0

0

140

2,924

平成19年度

0

0

0

0

3,428

1,708

0

1,720

0.20

0.20

0

0

0

140

0

0

140

3,568

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)



平成19年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 街づ調整課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

092305 土地利用の指導・許可

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

①建築等を行おうとする区民及び事業者

都市計画等で定められている規制に則って適正に土地利用をしている。

・区内全域における用途地域の問い合わせ等に対応すると共に、都市計画法、風致地区条
例、地区計画条例その他関係法令で規制、誘導される区域内で、建築行為等を行なうもの
に対し、指導を行なう。

都市計画法、風致地区条例、地区計画条例、国土利用計画法

・窓口業務の問い合わせ件数増加

成果指標①工場跡地を活用して魅力ある街づくりがすすめられていると思う区民の割合
成果指標②建築物の建替え率
活動指標①用途地域等指導件数
活動指標②都市計画法５３条等の指導件数

継続。基本構想を受けた都市計画マスタープランで示す「安心して住み憩い働き続けられ
る川の手人情都市かつしか」の実現を、土地利用の面から支える事業は今後も欠かせない
。

はい。都市計画区域内、風致地区内、地区計画区域内における建築指導によって、都市計
画マスタープランに掲げる将来像の実現を図るためには必要不可欠な事業である。

実施困難。都市計画マスタープランに基づく調和した街となるよう、計画的・総合的な土
地利用を進めることができるのは基礎的自冶体としての区のみである。

どちらとも言えない。適正な指導を行っているが、土地利用そのものは区民・事業者が判
断するものである。

いいえ。窓口での問い合わせ等の人員は最小限の人員で対応しており、これ以上人員を削
ることはできない。

％

％

件

件

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 0.00

24.10

2.00

2.00

10,130.00

12,000.00

15,000.00

70.00

45.00

20,260

平成18年度

24.70

31.60

2.00

1.80

13,500.00

12,000.00

14,500.00

70.00

52.00

29,520

24,300

平成19年度

2.00

12,000.00

70.00

16,740

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

21100000

【No.507】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092305

平成17年度 平成19年度

都市整備部 街づ調整課

土地利用の指導・許可

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21100000

0

18,640

0

0

18,640

2.80

2.80

0

0

0

1,620

0

0

1,620

20,260

平成18年度

0

0

0

0

27,090

0

0

27,090

3.70

3.70

0

0

0

2,430

0

0

2,430

29,520

0

0

0

0

22,410

0

0

22,410

2.70

2.70

1,890

0

0

1,890

24,300

平成19年度

0

0

0

0

15,480

0

0

15,480

1.80

1.80

0

0

0

1,260

0

0

1,260

16,740

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)



平成19年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 建築課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

092306 都市計画法５３条許可

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

都市計画施設等の区域内に新たに建築する建築物

都市計画事業の支障となる建築物の建築を制限することにより、事業の円滑な執行を図
る。

昭和４４年度開始。
都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内において建築する建築物が、事業

の支障とならないよう、許可制度により建築を制限する。

都市計画法

都市計画施設内の暫定的な土地利用を図るために必要な事業であり、都市計画施設又は
市街地開発事業の整備進捗を図っていくことが必要である。

成果１：許可件数
活動１：申請受付件数

継続。法定の事業であるとともに、都市計画施設内の暫定的な土地利用を図るためにも
引き続き実施していくべきである。

はい。都市計画施設区域内の建築物の制限を図ることにより、都市計画施設整備時の費
用負担を軽減し、整備の推進に寄与している。

実施困難。法に基づく許可に関する事務である。また、都市計画施設区域内の暫定的な
土地利用を図るために必要な事業であり、本区において実施すべき事務である。

いいえ。法定業務であり、許可にあたっては、基準に則し行うため効果を上げる余地は
少ない。

いいえ。都市計画道路の計画線の表示については、地権者の権利を制限する業務である
ため、法に基づいた適切な業務執行が求められており、コストを下げる余地はない。

件

件

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 500.00

454.00

500.00

454.00

2,760

平成18年度

500.00

439.00

500.00

439.00

2,880

2,700

平成19年度

500.00

500.00

2,790

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

21400000

【No.556】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092306

平成17年度 平成19年度

都市整備部 建築課

都市計画法５３条許可

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21400000

0

2,490

0

0

2,490

0.30

0.30

0

0

0

270

0

0

270

2,760

平成18年度

0

0

0

0

2,610

0

0

2,610

0.30

0.30

0

0

0

270

0

0

270

2,880

0

0

0

0

2,490

0

0

2,490

0.30

0.30

0

0

0

210

0

0

210

2,700

平成19年度

0

0

0

0

2,580

0

0

2,580

0.30

0.30

0

0

0

210

0

0

210

2,790

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)



平成19年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 道路管理課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

092307 屋外広告物許可事務

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

区内に掲出許可済の屋外広告物及び区道等の施設に不法に掲出された違反屋外広告物

・屋外広告物を適正に掲出させることにより、公衆に対する危害を防止するとともに、街
の美観風致を維持する。

・屋外広告物の許可申請の受付・審査・許可事務、未更新の掲示広告物の管理者に手続き
を行うよう指導（勧奨通知 発送、電話連絡）している。
・屋外広告物に対する啓発活動として、自治町会・ボランティア団体などと協力して違反
屋外広告物追放キャンペーンの実施をしている。

・ボランティア団体登録による（葛飾区違反広告物除却協力員制度、平成１７年４月施
行）違反広告物の除却活動を金町・亀有・新小岩等の主要駅周辺で実施している。

屋外広告物法、都屋外広告物条例、区事務手数料条例、違反広告物除却協力員制度要綱

・本事業は、東京都事務の事務処理の特例条例により特別区が事務処理を行っている。
・屋外広告物の許可件数は、その大半が継続許可であり、ほぼ横ばいで推移している。
・違反屋外広告物については、区の除却事業と違反広告物除却協力員による活動との連
携を図りながら展開していくことが必要である。

成果１ 屋外広告物許可等件数前年度比率
成果２ 違反屋外広告物追放キャンペーン参加人数
活動１ 屋外広告物許可等件数
活動２ 違反屋外広告物追放キャンペーン回数

継続。屋外広告物法に基づく事務で、街の美観・風致の維持や公衆に対する危害防止を
目的として行っている事業であることから継続すべき事業である。

はい。屋外広告物法に基づく法定事務で、美観・風致の維持や公衆に対する危害防止を
目的とする、許認可事業として必要である。

実施困難。屋外広告物法に基づく許認可の行政処分事務であることから民間活用は難し
い。

はい。未更新者に対する申請の働きかけを行う等、成果向上の余地はある。

いいえ。必要最低限の体制と経費で対応していることからコストを削減することは難し
い。

％

人

件

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 107.80

126.00

200.00

161.00

35.16

290.00

339.00

4.00

4.00

5,660

平成18年度

101.80

93.80

180.00

150.00

36.62

290.00

318.00

3.00

3.00

5,856

5,493

平成19年度

105.69

180.00

311.00

3.00

5,954

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

21500000

【No.570】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092307

平成17年度 平成19年度

都市整備部 道路管理課

屋外広告物許可事務

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21500000

9,930

-4,810

140

0

4,980

0.60

0.60

0

0

0

540

0

0

540

5,660

平成18年度

0

0

0

9,950

-4,634

96

0

5,220

0.60

0.60

0

0

0

540

0

0

540

5,856

0

0

0

9,570

-4,497

93

0

4,980

0.60

0.60

0

0

0

420

0

0

420

5,493

平成19年度

0

0

0

9,321

-3,787

374

0

5,160

0.60

0.60

0

0

0

420

0

0

420

5,954

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)



平成19年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 道路管理課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

予定

実績

092308 地籍調査事業

区分

事業区分 施策体系 0923 街並みの形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

葛飾区内の市街化区域の地籍 葛飾区市街化区域 ３０．２５ｋ㎡

区内の市街化区域の土地について、その所有者・地番・及び地目の調査、並びに地積、
境界を明らかにし、正確な地図及び簿冊を作成し、公共事業の円滑な実施や土地利用計画
の策定、災害復興などに必要な基礎資料となるほか、作成された地図及び簿冊は、法務局
に送付され、土地取引の迅速化に貢献する。

平成８年度開始【地籍調査事業】
昭和26年に｢国土調査法｣が制定され、既に50年以上が経過しており、地籍調査の進捗率

は全国で46％、都市部においては、19％にとどまっているのが現状である。このため、平
成12年に閣議決定された第5次国土調査事業10ヵ年計画に基づき、調査を一層推進していく
観点から、進捗の遅れている都市部においては、平成14年度から、民間の専門技術者のよ
り積極的な活用等を内容とする都市再生地籍調査事業を実施している。区においても平成1
4年度より都市再生地籍調査事業を実施し、地籍調査の積極的な推進に努めている。

国土調査法

【現状】葛飾区における地籍調査の進捗率は平成１９年４月現在で約１１．９％であり、
全国の都市部の平均１９％を大きく下回っている。
【課題】地籍調査の進捗率の向上及び地籍情報の適正な管理、更新が課題となっている。

【成果指標】①進捗率＝※事業換算累計面積÷葛飾区内の市街化区域面積（３０．２５ｋ
㎡）※事業換算面積＝同一箇所を街区調査、一筆調査等重複して実施するため、合計して
１となるよう換算した面積
【活動指標】①事業換算面積 ②事業換算累計面積

継続。国土調査法に基づく法定事務であり、地方自治体が行う役割が明記されている。
本区は、２３区の中においても先駆的な存在であることから、国及び都からも都市部調査
のモデル自治体になっている。震災復興の際に即、対応ができる資料となることから重要
な業務であり、継続すべき事業である。

はい。震災復興や区民が行う建築確認申請書の添付図面などの際に即、対応ができるこ
となど活用面の重要性や法定事務等の理由から必要である。

実施済。委託業者に対する指導・監督はあるものの、測量作業等については既に業務委
託済みである。

はい。法務局等関連機関との調整を行い、土地家屋調査士が行っている民間ベースでの
測量を活用することによって、期間の短縮を図るなど成果の向上が期待できる。

いいえ。測量作業の単価は、国基準に拠るものでありコストの削減は難しい。

％

k㎡

k㎡

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 11.00

11.00

0.36

0.36

3.32

3.32

73,898

平成18年度

12.00

12.00

0.29

0.29

3.61

3.61

76,240

69,243

平成19年度

13.00

0.36

3.97

70,551

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

21500000

【No.571】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092308

平成17年度 平成19年度

都市整備部 道路管理課

地籍調査事業

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

44,985

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成19年度

平成17年度

21500000

0

27,563

60,098

0

12,450

1.50

1.50

0

0

0

1,350

0

0

1,350

73,898

平成18年度

28,536

14,268

0

0

32,086

61,840

0

13,050

1.50

0.00

1.50

0

0

0

1,350

0

0

1,350

76,240

28,536

14,268

0

0

25,389

55,743

0

12,450

1.50

1.50

0

0

0

1,050

0

0

1,050

69,243

平成19年度

28,196

14,098

0

0

27,557

61,251

0

8,600

1.00

0.00

1.00

0

0

0

700

0

0

700

70,551

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)


